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論する「国立の教員養成学系大学・学部の在り方
に関する懇談会」（2001年11月）の報告書を受け
た日本教育大学協会では、2004年に「モデル・コ
ア・カリキュラム」を提案し、大学においては、「理
論と実践の結合」ではなく、「『体験と研究』の往
還運動」によって「教育実践を科学的・研究的に
省察（reflection）する力」を養成する方向が示さ
れたのである。
　教職実践演習は、学校教員の資質の向上と教員
免許の質的担保のために、2014年度から免許取得
の必修科目として教員養成の総仕上げ、「学びの
軌跡の集大成」として位置づけられている。この
授業は、若元（2010）によれば、新発想の科目と
して、一般の授業科目とは異なる内容や方法が求
められているといわれている。文部科学省のHP

では、授業内容として、①使命感や責任感、教育
的愛情等に関する事項、②社会性や対人関係能力
に関する事項、③幼児児童生徒理解や学級経営等
に関する事項、④教科・保育内容等の指導力に関
する事項が含まれなければならならないとされて

１　はじめに

　教員職員養成審議会（1997年７月）が「新たな
時代へ向けた教員養成の改善方策へ向けて」（第
１次答申）を発表し、教員の資質は生涯を通して
成長するという認識が確認され、「養成・採用・
現職研修の各段階の役割分担のイメージ」が提案
された。初任者研修では、「実践的指導力」を養
成するため、教員養成では「実践的指導力の基礎」
を養成するというイメージである。この答申では、
「実践的指導力の基礎」を「採用当初から学級や
教科を担任しつつ、教科指導、生徒指導等の職務
を著しい支障が生じることなく実践できる資質能
力」としたが、木原（2011）は、学問の成果であ
る理論と学校の教育体験がどのような関係を持っ
て「実践的指導力の基礎」となるかは説明されて
いないと指摘している。授業に児童・生徒が存在
し、子どもたちのためになされる教育であるなら
ば、子どもたちを持たない学生にそのような授業
を実践する力を身に付けさせることは難しい。こ
れに対して、教員養成系の学部・大学の再編を議
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附属校における通常の体育授業に単元計画から参
画して授業づくりをおこなう。その中の１時間を
チーム・ティーチング（TT）として実施し、受
講生に T1として主導的に授業を担当させ、その
検討会をおこない、これらの教職実践演習のプロ
セスを事例研究する。授業実践に使用したツール
としての学習指導案、及びインタビューやレポー
トを受講生・教員の反省的実践として省察し、本
演習の成果と課題点を報告する。
　対象となる受講生の取得予定の免許は、中学
校・高等学校保健体育（主免）、小学校（副免）
の３種であり、中学校教員採用試験に合格し、来
年度から採用予定となっている。本授業実践で扱
う単元「球技（ネット型）」は、専門種目ではない。
教育実習は、主免、副免の両方を附属中学校では
行っておらず、生徒や教員とは、今回初めて授業
で接する。学校に関する予備的な知識は持ってい
ない。インタビュー対象者として協同で授業づく
りをおこなった教員は、今年度より附属中学校に
異動した教員（教職13年目）であり、附属中の教
育実習の指導及び教職実践演習に携わるのは今回
がはじめてとなる。本授業の実施時期は2013年12
月である。
　授業の手続きは、次のように設定した。研究授
業は、2014年12月19日に岩手大学附属中学校１年
生体育、単元「ネット型（16時間配当）」の９～
10時間目において実施した。この授業は体育館使
用の関係で２時間連続90分を１授業としておこな
っている。最初に大学教員と附属校担当教諭との
間で、教職実践演習の趣旨として、「将来、教員
になる上で、自己にとって何が課題であるのかを
自覚し、必要に応じて不足している知識や技能等
を補い、その定着を図ることにより、教職生活を
より円滑にスタートできるようになる（文部科学
省HP）」ことがねらいとされ、本演習では、授業
づくりに参画させながら、現場教師の授業づくり
を体験し、自己の課題を見いだすことをねらいと
することを説明した。教育実習との差異は、通常
の授業づくり、授業運営における協同参画という
ことであり、結果的には学生指導することになっ

いるが、「科目の企画、立案、実施に当たっては、
常に学校現場や教育委員会との緊密な連携・協力
に留意することが必要である」とされている。授
業方法としては、「授業内容に応じて、例えば教
室での役割演技（ロールプレーイング）やグルー
プ討論、実技指導のほか、学校や教育委員会等と
の協力により、実務実習や事例研究、現地調査（フ
ィールドワーク）、模擬授業等を取り入れること
などが考えられる」とあり、多様な実施形態が例
示されている。その中でも「教科・保育内容等の
指導力に関する事項」には、「子どもの反応や学
習の定着状況に応じて、授業計画や学習形態等を
工夫することができる」ことが到達目標及び目標
到達の確認指標例として示されており、「自ら主
体的に教材研究を行うとともに、それを活かした
学習指導案を作成することができるか」や「基本
的な授業技術を身に付けるとともに、子どもの反
応を生かしながら、集中力を保った授業を行うこ
とができるか」が例示されている。これらを学内
の模擬授業において達成することは困難であり、
附属校等の教育現場において実際に子どもたちを
前にして、「子どもの反応」や「学習の定着」に
応じた工夫がなされているかを検証することが重
要であろう。このような目標を達成するために
は、大学と教育現場が連携して教師教育に取り組
む必要があることが示されている。
　教師の実践的指導力を養成するためには、教員
養成のカリキュラムや方策について検討すること
が必要であるが、中田（2012）によれば、日本に
おける教師教育の論議は少ないといわている。本
稿では、教職実践演習の教科の指導において、体
育科教育の特性を活かした効果的な指導方法を明
らかにするため、附属校との協同授業を通して、
附属校教員と教職実践演習受講者の双方がどのよ
うな成果を得たかを検証するとともにその課題を
提示し、教師教育に関する知見を見いだすことを
目的とする。

２　研究方法と本演習（学習の指導）の手続き

　保健体育の教員免許取得予定者を対象として、
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きつける力、④指導技術（授業展開）：授業の技能、
⑤教材解釈、教材開発：深い識見、⑥「指導と評
価の計画」の作成・改善：改善の意欲の６点があ
げられており、この観点をチェックポイントとし
て教職課程の学びをふり返ることが有効であると
考えられる。昨今教育委員会主導で教員養成に対
するガイドラインが示され、「教師養成塾」のよ
うな行政独自の教員養成システムが構築されてい
る現状を鑑みると、各採用自治体の意向を踏まえ
た教員養成のあり方を探る必要性があり、教育委
員会と協同で教員養成と採用を含む現職研修まで
の教師教育を行うことが新たな枠組みとして求め
られている。特に岩手教育委員会との連携におい
て教育現場との往還を意識した養成段階のカリキ
ュラム開発をおこない、採用につなげていく具体
的方策を検討することは喫緊の課題である。
　受講生は、授業力不足として授業を行う能力の
不足の原因を、「子どもたちに授業のイメージを
伝えられない」ことにあり、「計画が十分に立て
られない」ことや「うまく説明できない」ことで
あったと自己分析している。これらは、授業準備
段階の知識（図２）が有効に活用されていないこ
とを示している。学習指導案を形式的に作成する
ことはできるが、実際に授業を遂行するにあたり、
何をどう伝えればよいのかがわからないというこ
とは、授業の目標や内容等の理解がされていない
ことばかりでなく、どのように伝えるべきかとい
う方法論、言い換えれば教師の指導方法に熟知し
ていないということである。本来、授業の目標や

ても、直接的には学生指導を目的としないことで
ある。学生と担当教員で授業のスケジュールを確
認し、その後受講生に指導案を作成させた。
　受講生が担当する授業は、TT（T1は受講生、
T2が担当教諭）による授業実施形態とした。教
師役の受講生は、T1として90分の授業を１回担
当した。授業では省察する際の資料とするために
VTR撮影をおこない、授業終了後に受講生、担
当教諭、大学教員の構成で検討会をおこなった。
　受講生の変容を把握するために、ポートフォリ
オを作成させた。ポートフォリオは、レポートと
学習指導案で構成している。演習開始時（担当授
業実践前）に①「教員免許取得にあたっての課
題」、学習指導案作成時（担当授業実践直前）に
②「教諭との授業づくりでの気づき」、担当授業・
検討会終了後に③「検討会を終えての気づき」を
テーマとしたレポートを提出させた。また、レポ
ート提出と同じ機会に学習指導案を提出させてい
る（図１）。

３　結果及び考察

　全体を通した受講生の気づきとしてあげられる
のは、「授業力の不足」である。保健体育科の教
員養成においては、刈谷（2010）によれば競技の
発想から教育の論理への転換が大きな課題となっ
ている。この点からは、受講生の気づきが授業へ
向けられていたことは本演習の取り組みの方向性
が十分に伝わっていたことがわかる。授業力と
は、東京都教育委員会（2006）が示した内容には、
①使命感、熱意、感性：困難に向かう姿勢、②児
童・生徒理解：愛情、③統率力：児童・生徒を惹

図１　授業の手続き

図２　教師教育の学習内容
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かになり、教育現場の授業改善のためには、養成
段階の学生を参画させ、外部の力を利用するとい
う新たなフレームワークが示唆されたと考えられ
る。
　授業のデザイン、すなわち単元計画の作成は、
協同作業ではあるものの、そのほとんどを現場教
師が主導権をにぎっている。これは子どもの学ぶ
姿がイメージされないことと同時にどの程度ので
きばえを求めるかという、授業における学習活動
に即した評価規準すなわち具体の評価規準の設定
ができないことも要因である（図３）。実際の授
業において評価規準が設定できなければ、評価の
機会、方法も適切性を欠くことになる。受講生に
とって評価は、全くの未知の体験として切実な「困
り感」や「心配事」として認知され、「評価をど
うしてよいかわからなかった」という授業実践終
了後の報告に現れた。この授業の目的である「教
師として不足するものの自覚」は達成することが
できたと考えられるが、一方でこのような教師と
して不可欠な評価活動をこれまでの養成段階で経
験させることができなかったという課題も浮き彫
りにされたといえるであろう。したがって、指導
と評価の一体化と授業づくりをリンクさせる効果
的な教材の開発と活用法が本教職実践演習の課題
とあげられる。
　教員のふり返りからは、教育実習よりも短期間
の設定であることから「中途半端」で「不十分」
な指導であったという実感を抱いたことが明らか
になったが、逆の見方からは、教育実習よりも負
担感が少なく、「自分の思いを優先した」授業づ
くりができており、「やりやすかった」ことも明
らかにされている。直接的な指導は不十分であっ

内容は、授業者が授業を効果的におこなうための
指針であり手段であるが、授業遂行とは切り離さ
れた断片的な知識として習得されている可能性が
ある。目標や内容が明確化されていないために授
業の焦点が定まらないことは、指導と評価の一体
化が図られていないことを表しているとも考えら
れる。子どもたちを預かる現場教師には、その子
どもたちに身に付けて欲しい内容のイメージがあ
り、その方策として指導方法を考案、選択し、授
業つくりを行っている。授業は子どもたちをよく
するための手段であり、教師の願いを達成する手
段であるということが、実際に子どもたちのイメ
ージをつくれない受講生にとって当初は実感でき
なかった部分であり、教育実習では身に付けられ
なかった部分であると考えられる。梅野ら（2010）
によっても、今の自分の実践にはない新たな実践
を見いだす行為である感性的省察の重要性が指摘
されているが、「自分にとって都合の悪い『出来
事』に遭遇したとき、その人がどのように向き合
い、対応・対処してきたのか」が重要であり、影
響していると言われている。本演習では、学生に
とって授業がうまく準備・構成できないという「都
合の悪い出来事」を経験させ、自らの欠けている
ところを認識させる契機となったといえよう。一
方で、教師の職能成長という点からは、松田（2010）
によれば、学生及び初任者、中堅教員では「必要
な力」の認識が異なることが報告されている。学
生の「運動の楽しさを伝える」ことに対して、初
任者では「生徒に話を聞かせる」ことが、中堅教
員では「適切な生徒指導ができる」ことがあがっ
ているように、教員には「生徒」への思いがある
ことが示されており、教員養成段階でこのような
教員の思考にどれだけ寄り添うことができるよう
にするかが重要である。本演習では、協同授業を
設定し、単なる指導される立場ではなく、学びの
協同体として授業づくりをおこなったことが受講
生にとって授業の全体像を掴ませ、視点をミクロ
からマクロへ転換させることに結実した。現場教
員の思考に触れることで、子どもたちの視点で授
業づくりをおこなう擬似的な体験の有効性が明ら 図３　評価規準の階層
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としての授業遂行に関する教師の技を模倣する機
会として機能していたことになる。本授業実践で
は、それに加えて教師の授業づくりを模倣する機
会を提供したことになるが、同時に専門家として
の経験と省察も「指導と評価の一体化」の観点か
ら提供したと考えることができる。先に述べた授
業力の①～③は、職人の技であり、模倣により伝
承されるべきものであるが、④指導技術：授業の
技能に関しては、個々の技能ではなく、必要なの
はむしろ授業実践の全体像や見通しを持ち、スタ
イルを形成することであるといわれている。「ス
タイル」の欠如は、本授業終了後のふり返りにお
ける受講生の言葉にも表れており、本授業の取り
組みが、部分的な教師としての技能の追求や模倣
ではなく、教師の単元を通しての授業実践という
全体像の模倣へと転換させているとう成果が明ら
かになった。
　授業実践の全体像があり、教師としてのスタイ
ルが重要であるという認識は、教師の「職人」的
な分野に関わるものであり、これに加えて教師の
専門的な見識を省察する必要が教師教育としては
必要になる。藤枝（1983）は、教育実習観には、
「総仕上げ的・見習い修行的」と「研究的」のふ
たつがあると指摘している。教育実習では従来型
の技の伝承方法である徒弟制度を模した関係の中
で「模倣」と「訓練」によっておこなわれてきた
結果、職人としての面は促進されたが、専門家と
しての面に関しては十分な省察がおこなわれてい
るわけではなかった。2004年の日本教育大学協会
による「モデル・コア・カリキュラム」策定以降
は、「教育的体験を実践に結びつく理論として構
成する場を設定する」ことが重視され、大学にお
けるカリキュラムの工夫がおこなわれてきた。こ
れらの教育現場との往還をより効果的なものにす
るには、教育実習における体験を次の教育実践に
活かすことができるように一般化、知識化するこ
とが重要であり、教育実習を経験の場として終わ
らせるのではなく、マネジメントサイクルとして
循環させることが求められている。松尾（2011）
によれば、同じことを経験しても成長する人と成

たが、現場教員としての方法や実践知を示すこと
で受講生には十分な「学び」が提供されており、
教員自身の「刺激となった」という言葉からは双
方に学びがあったことが示されている。この関係
には「指導する・される」という一方向のベクト
ルではなく、双方向的に学びがあり、指導者であ
る教員も同時に学んでいく可能性が示されてい
る。これは、「指導する・される」関係における
知識伝達や模倣による直接的な学びとは異なり、
協同参画の中で対等の立場で授業づくりをおこな
いながら合意形成をはかることにより間接的に学
んでいくという新たな学びの共同体が形成された
とも考えられる。佐藤（2012）が提唱する「学び
の共同体」における協同的学びや同僚性の構築に
同様な関係が形成されたともいえよう。教師が学
び続ける存在としての指摘がなされるようになっ
た昨今、指導教員が学ぶべきものがなければ、教
職実践演習を現場で行うことは現場教師の負担増
となるに違いない。教育実習においては、担当す
る児童・生徒の学習成果の保障ばかりでなく実習
生の指導も行わなければならず、これらの課題を
同時に達成していく担当教員の負担は軽視できな
い。したがって、通常の教育実習と同様の形態を
とれば、学生と教員に指導される側と指導する側
としての役割が生じ、指導する教員の負担も大き
く増えることになる。そこで、反省的実践家とし
て授業改善を図る教員に対して、大学が協同研究
者として受講生を含めた科学的なデータを提供
し、日常の授業実践に対する省察が容易にできる
体制を整える必要性が示唆されている。現職研修
として新しい刺激になる提案をしながら、関わる
全ての者に有益な学びを提供できる方策を考える
ことが必要であり、教員養成が教育現場との連携
が不可欠である以上、現場の負担感をどう取り除
くかも重要な課題である。
　また、佐藤（2009）は、教師の仕事は職人と専
門家の世界で構成され、職人としての技は模倣に
よって伝承され、専門的見識は経験と理論の省察
によって形成されなければならないという。その
考え方に依拠すれば、教育実習は、主として職人
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参画者として共通理解を図るためのロードマップ
とすることがねらいである。ここでは、子どもた
ちの実態把握不足から生じる①教材観・児童観・
指導観の未熟さ、②単元計画・時間計画（授業展
開案）の浅薄さ、③評価計画の欠如が課題として
抽出されている。これらを修正して担当する授業
の直前に作成されるのが次のエディションであ
り、これらは授業実践に即して検討会において省
察される。この時点では、④授業目標と手段（教
材）の妥当性、⑤指導と評価の一体化の検証が課
題としてあげられ、評価規準の設定、評価機会・
方法の適切性などが省察されている。これらをも
とに修正したものが最終エディションとして検討
会後にポートフォリオとして提出されている。以
下３つのエディションを検証し、学習指導案の効
果と課題について考察する。
　学習指導案の教材観・児童観・指導観は、子ど
もたちをどう見ているかとそれをどう育てるかと
いう教師の哲学的な認識や信念に直結するものと
考えることができる。この項目に関する記述の増
加は、現場教師の思いに触れて、自らの考えを省
察し、授業に参加して子どもたちを理解するにつ
れてイメージが形成されたことが原因として推察
される。現場教師としての信念に触れて学んだ成
果であり、子どもたちに寄り添った授業づくりが
なされることが単位時間あたりの具体的な目標へ
導くことになるため、教材観・児童観・指導観の
記述は、学習指導案における方向目標として重要
な機能を有していると同時に記述者の授業や子ど
もへの接し方が見とれる部分となっている。
　単元計画とは、授業の見通しを記述する部分で
あり、単元を通して追求する教材である単元教材
とその達成手段である下位教材の階層的配置を示
すものである。加えて授業方略が、習得型なのか
活用・探求型なのかを示すものでもあり、子ども
たちの学びをステージ型で段階的にとらえるの
か、スパイラル型で螺旋階段的にとらえるのかを
イメージする部分である。単元終了後になって欲
しい子どもたちの姿を描き、そのロードマップを
示す部分でもあり、共通理解を図るツールのみな

長しない人がおり、「経験から学ぶ力」を身に付
けさせる重要性が指摘されていることからは、教
育実践演習においても、経験を実践知に転換する
ことが期待されていると考えなければならない。
PDCAのマネジメントサイクルを回転させること
が授業改善であり、学び続ける教師をつくるため
に教職実践演習を効果的に実施することが重要で
あることが示唆された。
　教師の願いは、目の前にいる現実の生徒を育て
ようとすることであり、目の前の子どもたちへの
課題意識や思い、願いを考慮せずに授業づくりを
おこなえば、子どもたちの学びを充実させること
はできない。教員の仕事における科学とは、測定
方法が高度な科学技術に基づく必要はなく、科学
的な方法を採用することが重要である。ここにお
ける科学的方法とは、教育が目標追求活動である
という前提において、目標と現実のギャップを探
り、そのギャップを埋める手段を講じ、検証して
いく過程である。言い換えれば、評価とは指導と
学習の最適化機能であり、指導を充実させるには、
評価の精度をあげて指導と評価を一体化させなけ
ればならない。したがって、学習指導案において
その学習と指導を改善するためには、評価の精度
をあげる必要があり、学習指導案において学習や
指導の部分だけが省察の対象とするのは不備があ
ると考えられ、学習指導案を授業力向上のツール
にするためには、評価活動に関する部分の改善が
重要であると考えられる。

４　学習指導案の有効性と課題

　学習指導案とは、古藤（2000）によれば、学習
目標を学習者が習得しやすいように工夫した計画
案であり、学習内容・方法・形態などの諸要素を
指導の意図にもとづいて整理し、それを時系列で
明記した指針書とされ、その内容は単元計画と時
間計画に大別される。
　本授業では、学習指導案を媒介として受講生と
指導教員の授業イメージの共有をおこなうため、
微調整を除いて大きく３回の学習指導案作成の機
会を設けた。最初のエディションは、協同授業の
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価を実習生に要求することは多くはない。指導教
員の観点からも評価計画を取り上げて、特別に指
導することはあまりおこなわれていないという現
実がある。本授業実践では、総括的評価というよ
りは形成的評価という点で生徒を評価するように
指示しており、学習指導案に評価計画を記載させ
て評価についても教員と合意形成を図るようにし
た。しかし、受講生の「評価が難しい」という言
葉にも現れているとおり、教員養成段階では評価
については十分な理解がなされているとは言い難
い状況にある。先に述べたとおり、評価の難しさ
は、評価規準のみならず機会の設定と方法の選択
にある。評価規準の作成は、目標や内容と方法、
成果の整合性を意味しており、評価規準が作成で
きないことは、目標の適切性や教材が目標を達成
できるものであるかという状況にあることを検討
できていないことを暗示しており、授業と評価が
切り離されている状態を示している。評価規準に
おいては、授業の何を見取るか、もしくは評価基
準としてどこまでを求めるかは子どもの状況や学
びによって修正する必要があり、教師の職人性が
発揮される部分でもある。反対に評価機会と方法
の検討は、専門的知識があれば教員養成段階でも
作成可能である（図４）。本授業実践では、特に
評価機会と方法の事前の検討が不十分であり、こ
の部分を媒介として受講生と教員が指導と評価の
一体化を共に学ぶ重要な起点になっていた。現行
の体育・保健体育の学習指導要領では、体系化と
同時に内容の取り扱いに関して弾力化が図られて
おり、４年ずつの３つの時期を２年間のユニット
に分割し、その２年間で指導することが可能にな

らず授業の手順表、工程表としての機能を有する
部分である。吉中ら（2010）は、教育実習生の陥
りやすい単元計画には、①技能さえ身に付けさえ
ればよい、②スポーツ（素材）をそのまま教授す
るという２つのパターンがあることを指摘してい
る。前者には態度や知識、思考・判断という学習
内容のバランスが、後者には苦手な子どもやその
ための教材開発という視点が欠如しており、教材
の意義、すなわち教えるものが別にあるというこ
とに気づいていない状況が示されている。
　単元における指導と学習の内容を明確化させる
ためには視覚的な単元計画を明示することが有効
と考えられるが、実際には、受講生では単元を通
した授業構成ができず、単元において目標を具体
化する教材化を図ることもできない。体育では他
の教科と異なり教科書がないために教える教材を
自ら開発する必要があるが、既存のスポーツや運
動は素材であり、授業にそのまま持ち込むことが
できない。目標達成手段としての教材の階層構造
を明らかにすることとは、単元を通して目標とす
る内容の設定とそれを実現する教材を開発し、配
列することを意味している。しかしながら、学習
指導案は統一されたフォーマットがあるわけでは
なく、教育現場の学習指導案作成においても略案
といわれる本時の展開案である時間計画を作成す
ることにとどまることが多い。単元計画を十分に
練る機会が少なく、学習指導案に明確に示される
ことも少ない。単元開始前に単元の指導と評価の
計画を立ててから各単位時間の計画を作成するこ
とが授業実践の改善には不可欠な作業課題として
あげられる。単元計画を充実させるための新たな
ツールを開発することが教師教育にとって重要な
課題と考えられる。経験に基づく現場教員の授業
力なしには受講生単独の思考で適切な単元計画に
到達することは困難であり、単元計画を改善する
ことは、双方にとって有益な学びの機会を提供で
きると推察される。
　評価計画とは、評価規準及び評価の機会を示
し、指導と評価の一体化を図る機能を有している
が、通常の教育実習の場合には、児童・生徒の評 図４　評価機会の留意点
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開案において学習内容の羅列に終始している状況
からは、授業が知識・技能の伝達の場であるとい
う認識を見取ることができ、メニュー表ではなく、
子どもたちの反応とその対応や具体的な手立てを
記述しなければならない。受講生にとっては、子
どもたちの反応を予想し、授業づくりをおこなう
現職教員の姿を見せることが効果的であった。授
業が教師の内容を伝える手段であると同時に子ど
もたちの学習の時間であることを保障するために
は、授業を構想する段階で、教師に指導と学習の
二重構造が十分に理解される必要があり、具体的
には単元教材及び下位教材、教師行動、授業方略、
学習形態、学習内容を達成する手だてなどに関し
て省察がおこなわれ、授業実践の計画と省察の両
面で授業力の向上に寄与したと考えられる（図５，
６）。
　学習指導案の機能を総括すると、時間計画とし
ての本時の展開案を充実させ、教師教育として教
師の実践力、授業力を向上させるためのツールと

っている。弾力化とは、２年間の中で必要な学習
がなされればよいことを示しているが、２年間の
計画の中に学習内容を振り分ける必要があること
も意味する。これらの学習内容の配当に関する知
識が十分に理解されておらず、単元を計画する時
点で、教えたことを評価する指導と評価の一体化
を図らなければならないことは、現職研修として
も重要であり、結果的には年間計画への改善にも
フィードバックされることが可能である。学習指
導要領解説の記載事項の理解である単元計画作成
のポイントを養成段階でも学ばせる必要があるこ
とが明らかになった。通常は既に作成されている
年間計画であるが、単元計画との関係を問い直す
ことになり、内容面では特に学習指導要領解説を
もとに態度、知識、思考・判断の配列を検討する
機会となった。しかし、これらの合意形成を図る
ためには学習指導案だけでは、十分な機能を果た
せないことも示唆された。
　本時の展開案である時間計画において明らかに
なったのは、教師の授業の準備段階における知識
が具体化できなかったという点である。授業の展
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図５　授業の二重構造

図６　よい体育授業の特徴と指導方略

図７　学習指導案の機能と役割

図８　単元構造図作成の手順
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するには、その前段階となる単元計画部分を充実
させる必要がある。そのためには単元の学習内容
と指導計画を明確化し、評価計画を明らかにした
ものである「単元構造図」の利用が有効である。
単元計画の検討は、年間計画の再構成にもつなが
ることになり、現職研修の機能も果たしている。
単元構造図を利用した２年間における学習内容の
振り分けは、学習内容の理解やスコープとシーク
エンスの検討を必然的におこなうことになり、授
業をつくる作業に直結する。単元構造図は、授業
が目標を達成する手段として機能し、学習指導要
領及び解説に示された内容を適切に配置しながら
単元を構成し、指導と評価の一体化を図りながら
時間計画を作成することができるようになると考
えられる（図７，８）。

まとめ

　本実践では教職実践演習を受講生の気づきの場
として設定すると同時に附属校の教員にとっても
現職研修となるように協同授業を設定し、その検
証を目的とした。受講生のレポート、学習指導案
及び参加教員のインタビュー等を分析した結果、
受講生にとって教師の職人的な側面を直接学ばせ
る機会と専門家としての技量を共に学ぶ機会とな
り、教員にとっては現職研修としての可能性が示
された。教職実践演習は、養成段階としての位置
づけだけでなく、教師教育として学び続ける教師
の現職研修としても効果があることが明らかにな
った。
　学習指導案は、単元計画と時間計画で構成され
るが、単元計画の改善のためには新たなツールが
必要であり、単元構造図により学習内容を適切に
配分し、指導と評価の一体化を図る必要性が明ら
かになり、一方で単元計画の改善は、年間計画と
不可分な関係にあり、既存のカリキュラムの改善
につながるため、学習指導案と単元構造図を教師
教育として教員養成段階と現職研修の両方で使用
することの有効性が示された。
　教師教育では、教員養成のカリキュラムの検討
だけでなく、養成に携わる教師教育者の資質能力

を高めていくことも重要であり、今後においては、
単元構造図の有効性を検証し、学習指導案作成に
どのように活かすのかということとそのツールを
使いこなす教師教育者の資質能力向上のあり方を
課題としていきたい。
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